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開催日：令和 7 年 6 月 10 日 

会議名：令和 7 年総務常任委員会（ 6 月 10 日） 

          ┌────────────────────────┐ 

          │ 総務常任委員会                │ 

          └────────────────────────┘ 

○（議事日程） 

開会の日時 令和７年６月 10 日（火） 

      午前 10 時 28 分開会 

      午後０時 43 分閉会 

場   所 第１委員会室 

議   題 （総務部、財務部、県民生活部、危機管理部関係）  

      １ 付託議案審査 

      ２ 請願審査 

出 席 者 委員長   富  山  恵  二    副委員長   麻  田  寿  美 

      委員    中  田  英  一    委員     庄  本  え つ こ 

      委員    大  矢  卓  志    委員     村  岡  真 夕 子 

      委員    北  村     智    委員     越  田  浩  矢 

      委員    伊  藤  栄  介    委員     門     隆  志 

      委員    浜  田  知  昭    委員     山  本  敏  信 

説明のため出席した者の職氏名 

      防災監                           池 田 頼 昭 

      総務部長                          有 田 一 成 

      総務部次長兼秘書広報室長                  富 田 恵 一 

      職員局長兼県庁舎整備プロジェクト室参事           波多野 武 志 

      総務部・財務部総務課長                   塚 本   崇 

 

      財務部長                          中之薗 善 明 

      財務部次長                         近 藤   巧 

      財政課長                          細 川 敬 太 

 

      県民生活部長                        田 中 序 生 

      県民生活部次長兼人権参事                  北   茂 正 

      県民生活部総務課長                     吉 村 興 二 

 

      危機管理部長                        唐 津   肇 

      危機管理部次長                       栁 田 順 一 

      危機管理部次長                       藤 本 剛 司 
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      危機管理部総務課長                     正 垣 あおい 

               その他関係課長等 

 

会議の概要 

 開   会（午前 10 時 28 分） 

 

◎ 写真撮影等の取扱について 

 神戸新聞社ほか 14 社から提出された写真撮影等許可願について諮ったところ、全員異議

なく、これを許可することに決した。 

 

○（総務部、財務部、県民生活部、危機管理部関係）  

○（１ 付託議案審査） 

  第６２号議案  令和７年度兵庫県一般会計補正予算（第１号）中  

          条文部分 

          第１表 歳入 

              歳出関係部分 

  第６３号議案   職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び職員の子育て支援に関す

る条例の一部を改正する条例 

  第６４号議案  兵庫県防災会議条例の一部を改正する条例 

  第７５号議案  選挙長等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

  第７６号議案  兵庫県議会議員及び兵庫県知事の選挙における選挙運動用自動車の

使用並びに選挙運動用ビラ及び選挙運動用ポスターの作成の公営に関する条例の一部を

改正する条例 

  第７７号議案  知事及び副知事の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例 

 

 以上６件を一括議題とし、財政課長、危機管理部総務課長、人事課長及び市町振興課長

の説明を聴取した後、質疑並びに意見の開陳を行った。 

 

       （主      な      発      言） 

○委員長（富山恵二） 

 これより、付託議案に対する質疑並びに意見の開陳に入るが、まず、議案に対する質疑の

みを受け付け、意見の開陳については、質疑終了後に行いたいと考えているので、了承願う。 

 それでは、まず、委員各位から質疑があれば発言願う。 

○（山本敏信委員） 

 質疑だけということで、第 77 号議案についてお尋ねする。 

 昨日も一般質問で、ひょうご県民連合の中田議員から、知事及び片山元副知事の守秘義

務違反、教唆について質問があったが、知事から明確な回答をいただいたとは思っていない。
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その中で、今回の条例案だけに限って、１番の制定理由、２番の制定概要、３番の施行期日

だけを審議してはどうかという意見も会派内ではあった。 

 しかし、そもそも昨年の３月 27 日に、齋藤知事が定例記者会見において告発文書の問題

を取り上げ、怪文書と言いながら、記者会見であれだけ詳しく話をして、発信者探しまでやっ

て、発信者の処罰にまで触れた。私は当時、地元にいたので、状況がよく分からなかったが、

昨年４月に自民党議員団で人事課長から詳しく話を聞いたときに、これはおかしい話だと思

った。まずはこのことを言っておく。 

 その後、知事と直接話ができる機会があったので、怪文書だったら怪文書として、そういっ

た措置を取ったらよかったのではないか、また、知事は側近幹部を使って、自分で公益通報

の問題をここまで大きくしているのではないかと直接指摘したが、いま一つ理解されていない

ような顔をしていた。今回はその延長で一つの区切りとして、条例案が提出されたということ

で、質問する。 

 まず、この条例案が出る前に、６月２日付で法務文書課長からメールをいただいている。関

係議員各位ということで、県保有情報漏えいの指摘に係る調査に関する第三者調査委員会

の調査報告書を受けた刑事告発の受理について、５月 13 日に調査報告書を公表したと。県

保有情報漏えいの指摘に係る調査の案件については、兵庫県警に告発状を提出したところ

であるが、本日付で当該告発状が受理された旨、兵庫県警から連絡があったので、お知ら

せするとのことであった。このことは記者発表されているので、新聞やテレビでも見た記憶が

あるが、今回の条例案と全然整合性が取れていないと思う。今朝の新聞にも、兵庫県が県

議会４会派による前総務部長の刑事告発の申入れを拒否したとあった。今回の条例案の制

定理由と、６月２日に私がメールいただいた内容と、県が前総務部長の刑事告発を拒否した

ことの整合性が取れているのか、私には理解できない。その辺についてお答えいただきたい。 

○人事課長（佐藤正明） 

 まず、法務文書課所管の県保有情報の漏えいに係る刑事告発については、第三者調査

委員会による調査によって、県保有情報が外部へ漏えいしていると認められる一方で、漏え

いをさせた者の特定には至らなかったものであり、事案の重大性等を勘案し、県警に捜査を

してもらうべきと判断したものだと承知している。 

 一方で、人事課が所管している秘密漏えいに関する第三者調査委員会の報告に当たって

は、秘密漏えいが調査によって認定され、職員から秘密が漏えいされているということで、停

職３ヵ月という懲戒処分を行った。あと、調査報告書の中でも、秘密漏えいの行為、対応が

口頭で概要を抽象的表現で述べるとともに、紙に打ち出された資料の一部を提示するにとど

まっており、実際に交付するなどのことはしていないことを留意すべきとある。こうしたことを

踏まえ、今回については、刑事上の厳罰を更に課すことまでは求めないということにした。 

○（山本敏信委員） 

 その前に、前総務部長が懲戒処分を受けている件と整合性が取れているのか、理解でき

ない。部長、どうなのか。あれはあれ、これはこれで割り切れる問題なのか。 

○総務部長（有田一成） 
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 先ほど人事課長からも説明させていただいたが、法務文書課所管の第三者委員会の結論

を踏まえ、情報漏えいが認定されたことを受けて、こちらについては、県の情報が漏れている

という被害が発生していることを踏まえ、犯人の特定には至らなかったので告発したという状

況である。 

 それに対して、人事課所管の第三者委員会については、前総務部長が漏えいしたことが

認定されており、それに対して処分を行ったという状況である。こちらについては、処分により

一定の制裁を加えているということで、整合性は取れていると考える。 

○（山本敏信委員） 

 百条委員会があれだけ頑張って調査をして、ある程度の結論が出た。県も、三つの第三者

委員会が調査報告書を出して、それを裏付ける結論が出てきた。委員会は一つずつ分かれ

ているが、それぞれ関係あると思う。今の答弁では納得できないので、もう一度説明願いた

い。 

○総務部長（有田一成） 

 それぞれの委員会において報告書を提出いただき、認定すべきところは認定していただい

ている状況であると認識している。それに対する対応については、内部で検討した結果、そ

れぞれ対応しているということでご理解いただきたい。 

○委員長（富山恵二） 

 今回議題として上がっている第 77 号議案は知事の処分についてであり、先ほどの山本委

員の質疑はその関連であるので問題ないと考えるが、第三者委員会の話にならないよう委

員の皆さんにはご配慮願いたい。それでは、引き続きお願いする。 

○（山本敏信委員） 

 そうならないように配慮してほしいと言われるが、県の予算で第三者委員会に調査を依頼

しており、これは知事が全部やっている話で、三つとも知事の主体性があるわけである。どれ

も相互に関係しているのが当たり前である。関係ないという言い方自体がおかしいと思う。 

○委員長（富山恵二） 

 今回の第 77 号議案に関連付けて質問いただきたい。 

○（山本敏信委員） 

 答弁が不十分なので、私には理解できない、整合性がないと言っているわけである。 

○（庄本えつこ委員） 

 私も山本委員と全く同じ意見である。まず、処分をしたので社会的な制裁を受けているとい

う説明と、その前の第三者委員会の報告に基づく被疑者不明のまま刑事告発したということ

との整合性が全くないと思う。さらに言えば、第三者委員会の報告においても、漏えいした目

的が告発者の人格や人間性に疑問を抱かせ、告発文書の信用性を落とすことにあったと認

められているので、兵庫県の懲戒処分指針に基づくと、本来であれば懲戒免職の処分が妥

当だと思うが、停職３ヵ月の処分にした理由を教えてほしい。 

○人事課長（佐藤正明） 

 元総務部長の秘密漏えいに係る処分理由としては、まず一つに、同職員の職責である。行
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為当時、管理職かつ総務部長ということで、個人情報の総括保護管理者という立場であっ

た。二つ目に、第三者調査委員会の調査報告において、繰り返しになるが、漏えいの行為、

対応が口頭でその概要を抽象的な表現で述べて、資料の一部を提示するにとどまり、実際

に資料等をコピーして渡しているものではないことに留意されるべきという報告があったこと。

三つ目は、職員が当該行為に及んだ背景として、調査報告書の中では、知事及び元副知事

の指示のもとに行われた可能性が高いという報告があり、実際に知事の指示があったのか

断定まではされていないが、職員においては、そういった指示があったと信じられる状況があ

ったこと。これら３点を総合的に考慮して、兵庫県の懲戒処分指針に基づき停職３ヵ月といっ

た形で処分を決定した。 

○（庄本えつこ委員） 

 知事は提案説明の中で、県が設置した二つの第三者委員会において、県の保有文書がイ

ンターネット等に漏えいしたと認定され、また県幹部職員が秘密漏えいを行ったと認定された。

これらを踏まえ、保有文書を適正に管理すべき立場にある組織の長として責任を重く受け止

め、自らの身を処して、県民の信頼回復に努めるため、給与の減額を行い、また、副知事も

責任を負う立場にあることから給与の減額を行うと述べられた。 

 しかし、前総務部長は、知事及び元副知事からの指示だったと言っている。前総務部長が

知事からの指示だと受け止めたときの協議の場にはどなたがいたのか。 

○人事課長（佐藤正明） 

 具体的な氏名は調査報告書の中でも出ていないが、指示を受けたとされる場にいたのは、

調査報告書ではＤ氏ということで、令和６年４月１日に理事に昇任された職員だと承知して

いる。 

○（庄本えつこ委員） 

 知事から指示されたかどうかは明らかにされていないが、通常、幹部職員が上からの指示

がなく、勝手に物を見せるなどといった行為は絶対にしないと思う。特に、真面目な兵庫県の

職員が自分の判断でそのようなことをするとは信じられないが、情報漏えいをしたことは事実

として認められているので、本来であれば、漏えいした前総務部長を刑事告発すべきだと思

う。 

 この問題について、弁護士や有識者の方に話をお聞きしたが、この報告書を読む限り、知

事や元副知事からの指示があった可能性が高いと判断せざるを得ないということであった。

せざるを得ないとは、判断するということである。それを鑑みると、弁護士や有識者の方の意

見は、主犯は知事だということである。知事は給与カットというが、知事が主犯なのであれば、

本来は、県が前総務部長とともに知事及び元副知事を刑事告発すべきであるが、告発しな

い理由を説明願いたい。 

○職員局長（波多野武志） 

 委員ご指摘の件については、報告書では、指示を受けて情報開示を行った可能性が高い

と判断せざるを得ないという記載の後ろに、「ただし、知事及び元副知事も、Ｅ氏が議会に根

回しをするに際して、口頭にとどめるか、何らかの資料を、どの程度開示するかなどについて
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は具体的な指示をしていないと認められるから、それらについては総務部長であったＥ氏の

判断によるものと認めるのが相当である。」といった判断がされている。 

 知事及び元副知事の刑事告発については、実務的には知事が自分自身を刑事告発する

ことになるので、非常に難しいと思うが、報告書でも具体的な指示をしていないと認定されて

いるので、犯罪があると思料される状況ではないと考えている。 

○（庄本えつこ委員） 

 具体的に、こうやりなさいと言わなかったとしても、その指示のもとで、前総務部長は情報

漏えいをしたわけである。皆さんご存知かもしれないが、本日 10 時に神戸学院大学の上脇

教授が代理人弁護士 82 人とともに、知事、元副知事及び前総務部長を刑事告発した。外

部から刑事告発されているからこそ、県当局が自浄能力として刑事告発すべきだということ

を意見として申し上げる。 

○委員長（富山恵二） 

 改めて申し上げるが、第 77 号議案は知事及び副知事の給与の特例に関する条例の一部

を改正する条例であるので、山本委員も庄本委員も背景の説明をされるのは問題ないが、

この条例に関連した質疑にとどめていただくよう、ほかの委員の方々もよろしくお願いする。 

○（村岡真夕子委員） 

 第 77 号議案のことで、幾つか確認したい。 

 知事が自ら身を処するということなので、この内容が適正かどうか判断しなければならない

と思う。知事は提案説明の中で、この二つの第三者調査委員会の結果の中でそれぞれ認

定が出たこと、そして、県保有文書がインターネット等に漏えいしたと認定されたことや県幹

部職員が秘密漏えいを行ったと認定されたことを受けて、保有文書を適正に管理すべき立

場にある組織の長として責任を重く受け止めると説明されている。 

 今回、第 77 号議案が追加上程されたので、代表質問や一般質問には間に合わなかった。

ここも含めて確認したい。県民の信頼回復に努めることは絶対的に大切である。再発防止が

伴わなければ、県民の皆さんも職員の皆さんも安心して個人情報を預けたり、業務に邁進し

たりすることができない。ただ一方で、知事が自ら問題を重く受け止めて、自ら身を処する姿

勢も一定評価しなければならないと思う。 

 そこで、まずは前提を確認したい。県保有情報漏えいの指摘に係る調査に関する第三者

調査委員会では、こういった問題が起こった背景や原因が的確に指摘されており、再発防止

策の提言があった。もう一方の秘密漏えい疑いに関する第三者調査委員会では、こういった

事態が発生したところの事実認定はきちんと行われており、第三者調査委員会としてはそこ

に主眼を置いていたと思うが、なぜこういったことが起こったのか、なぜ当事者間で見解の相

違が起こっているのか等については解明されていないことも複数ある。また、再発防止策の

提言は行わないことも報告書に書かれていると思うが、まずこの整理で合っているか、当局

と認識が一緒なのか確認したい。 

○人事課長（佐藤正明） 

 委員がおっしゃった内容で、認識は一致していると考える。 
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○（村岡真夕子委員） 

 その上でお伺いする。秘密漏えい疑いに関する第三者調査委員会の報告に関して、まず、

第三者委員会の報告と知事との間、または第三者委員会の報告と前総務部長との間、ある

いは元副知事もかもしれないが、それぞれ見解の相違が生じている。そこについては原因の

解明はできずに終わっている。調査終了後、県として、原因が解明されていない部分につい

て更なる調査を行ったのか。または、一旦処分も出ているので、今後調査を行う予定はある

のか。 

○人事課長（佐藤正明） 

 今回の秘密漏えいに関する調査の件については、当時、人事課の上司である前総務部長

が関連していることもあり、調査の中立性等を確保するため、今回は第三者調査委員会を

立ち上げるという形で調査を行った。これについては、我々人事当局としても一切調査には

関与していない。また、調査をもって事実関係が認定され、前総務部長を処分しているので、

処分に必要な調査についてはやり尽くしている。人事課としては、これ以上の調査をする予

定はない。 

○（村岡真夕子委員） 

 もう一つ確認したい。調査しないとのことだったので、答えは何となく予想できるが、この秘

密漏えい疑いによって生じた影響や、これを把握した後の対応、再発防止策等の実施につ

いて行う予定があるのか、その辺も併せて教えてほしい。 

○人事課長（佐藤正明） 

 指示があったかどうかについて、今回は幹部同士の問題であったが、県職員全体としても、

あらゆる仕事の面でそういったそごがあると、質の高い行政サービスを行うことができないと

考えている。指示については明確に行うなど、コミュニケーションを適正に行っていく必要が

あると考えている。 

 また、こういった不祥事が起こらないよう、４月には副知事名で綱紀粛正通知として、職員

が非違行為を行わないよう情報管理の徹底についても全職員に通知した。さらに、報告書

の公表を行った後の５月 30 日には、各部総務課の副課長を集めた副課長会議において、

人事課から情報管理の徹底をしっかり行うよう再度周知した。そのほか、階層別の研修など、

様々な研修場面を通じて情報管理をしっかり行っていくよう、職員に周知し、再発の防止に

つなげていきたいと考えている。 

○（村岡真夕子委員） 

 意識啓発、綱紀粛正ということがほとんどだったと思う。県保有情報の漏えいの指摘に係

る調査に関する第三者調査委員会では、原因の指摘や再発防止の提言があったので、県

の対応もしっかりと分かりやすいものが発表された。一方で、秘密漏えいの疑いに関する第

三者調査委員会の報告では、原因が分からない、再発防止策の提言もない。結局、知事と

側近部長との意思疎通の行き違いは小さいことかもしれないが、その影響は非常に大きい

のではないかと、議会や県民の多くの方が受け止めている。なので、原因の追求と再発防止

策をしっかり示さないと、県民の皆さんの信頼回復、職員の皆さんの安心、そして、説明責任
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といったところにつながらないのではないかと思う。知事の提案説明に対しては、そういった

感想を持った。 

○（門 隆志委員） 

 第 77 号議案について確認したい。まず、先日の知事の提案説明では、管理責任ということ

で、自ら給与減額という話をされていたと思う。第三者調査委員会が三つあり、法務文書課

所管の調査委員会では、人事課保有のデータについて誰が漏らしたのか分かっていない中

で、例えば、何の役職にも就いていない職員が漏らしたとなれば、所属長にも一定の責任が

出てくると思うし、その上の人にも責任が出てくると思う。 

 幹部職員が漏らしていたとなると、知事が責任を取るのはよく分かる。しかし、現時点で誰

が漏らしたか分からない以上、間にいる管理職の方々は誰も何の責任も取っていない中で、

なぜ知事が先に責任を取る形になったのか理解できない。知事、副知事の給与減額は、恐

らく知事と副知事で決められたと思うが、間を飛ばしているといった話はなかったのか。 

○職員局長（波多野武志） 

 今回、知事、副知事の給与カットのことであるので、条例案件としてご提案している。ご指

摘のあった県保有情報について、適正に管理できていなかったということであれば、当然、当

局側の責任も検討しなければならないので、知事を先に、職員を先にといった議論ではなく、

当局側の責任も十分検討する必要があるという状況である。 

○（門 隆志委員） 

 そうだと思う。当時の所属長、それこそ人事課長、職員局長、総務部長といった方々に管

理責任があるが、今回は、幹部職員の方が情報漏えいをしていた話もある。もう一つは、以

前も言ったが、元県民局長のパソコンは鍵のかかったロッカーにしまわれていると聞いてい

たので、ロッカーの鍵を開けて外部にデータを持ち出すのは悪質だと思っていたが、実際に

は、人事課の共有フォルダの中で誰でも見られる状態になっていた。それで、その情報が漏

れた。漏らしたら駄目であるが、罪の意識もなく漏らしたのかと思えないこともない。 

 何が言いたいかというと、今、何も分かっていない状態で、知事の処分だと言われても判断

のしようがない。少なくともどういった形で漏れたのか、幹部職員の方々の中でどこに責任が

あったのかということを踏まえてから、この話が出てきてもよいのではないかと思うが、これは

急いだということなのか。 

 もう一つ言うと、知事は提案説明のときに、県政に対する信頼を損なうものであり、保有文

書を適正に管理すべき立場にある県として、県民の皆様、元県民局長、そのご家族、関係

者の方々に深くおわび申し上げると言われていたが、それは漏れたことに対してなのか。そ

れとも、今回様々なことが起こっており、まだ少し続いているが、それにより県政の信頼を損

ねたことに対して、おわびして責任を取るということなのか。それなら、若干納得できる部分

はある。様々な意見があると思うが、管理責任だけを問われると、さすがにまだ何も見えてい

ないとしか言いようがない。このことについて、説明いただきたい。 

○総務部長（有田一成） 

 知事から提案した内容については、県保有情報が漏えいしたことは大きな問題であり、そ



令和 7 年 総務常任委員会 開会中 令和 7 年 6 月 10 日 議事録 

9 

れに対する管理責任があるということで、今回の提案内容になっている。知事として、組織の

長として、県民の情報を預かっている組織であり、そういったものが漏えいすることは大きな

問題であるので、今後そういったことがないようにということも含めて提案している。 

 先ほど職員局長からも説明させていただいたが、例えば、人事課の文書が漏えいしている

のであれば、その管理についての問題もあるので、そういった点についての検討はさせてい

ただくことで考えている。ご理解いただきたい。 

○（門 隆志委員） 

 言葉尻を捉えてしゃべるようで申し訳ないが、今後こういったことがないようにということであ

れば、何が原因で、どういうことがあったのか、正確に把握してからのほうがよいと思う。誰が

漏らしたのかも分からない、まだ警察に捜査を委ねている段階で、今後こういったことが起き

ないようにと言われても、少し違うと思う。これ以上の答弁はもうないと思うので、以上で終わ

る。 

○（越田浩矢委員） 

 第 77 号議案について確認したい。今回、知事、副知事の給与カットということで条例が提

案されているが、今回の提案は知事自らやろうという提案があったのか。それとも、県当局と

して処分の必要性があるということで進言して、今回の条例が提案されているのか教えてい

ただきたい。 

○総務部長（有田一成） 

 今回の件については、どういった形で対応できるかという議論をしている中で、知事から、

自らを処分するということで提案されているものと認識している。 

○（越田浩矢委員） 

 知事の提案に対して、当局としては、時期尚早であるとか、やりましょうといった賛成反対

の意見は進言されたのか。 

○総務部長（有田一成） 

 内容の詳細についてはお答えができないところがあるが、様々な意見について議論させて

いただいたということでご理解いただきたい。 

○（越田浩矢委員） 

 第 77 号議案については、なぜこのタイミングなのかという疑問がある。文書問題の第三者

委員会からは、公益通報者保護法違反であるという指摘がある。公益通報者保護法違反と

いう前提に立った場合に、今回の情報漏えいは告発者潰しに当たるゆゆしき事態だと思う。

第三者委員会が公益通報者保護法違反と指摘しており、そういった可能性がある中で、そ

れに対する県民や議会への説明も十分ではない。実際に、毎週の知事定例会見でも、公益

通報者保護法における３号通報が体制整備義務に当たるかどうかについて、もう１ヵ月以上

も知事は明確な発言をしておらず、もめている。 

 そういった状況で、文書問題の一連の中で今回の情報漏えいが法令に違反していることも

踏まえ、果たして今のタイミングで処分することがそもそもよいのかどうか非常に疑問である。

このことについて、総務部長は協議の詳細は言えないとおっしゃったが、県当局の認識とし
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ては、公益通報者保護法違反の指摘に対して、法令違反は潔白で問題ないという前提に立

って、第 77 号議案を提案されているのか。そこに対する問題意識、認識について教えていた

だきたい。 

○総務部長（有田一成） 

 今回の給与の減額措置の理由としては、法務文書課所管の第三者委員会、人事課所管

の第三者委員会において、県保有情報が漏えいしていることに対する組織の長としての責

任を取るということで提案させていただいた。委員ご指摘の内容については、それぞれ組織

内で内容を検討の上、判断している。 

 今回の件は、あくまで情報漏えいの指摘をされた二つの第三者委員会に対する対応という

ことでご理解いただきたい。 

○（越田浩矢委員） 

 結局、文書問題については、まだよく分からず、説明責任もしっかり果たし切られていない

認識である。県民の皆さんもそういう認識の方が多いと思う。そういった中で、ここの部分だ

けピンポイントで取り上げて処分することに対して非常に違和感がある。 

 県民の世論も分断され、対立が激化している。県公館に本会議を傍聴しに来ている方の

間でも様々なトラブルが起こっており、一向に文書問題の収束が見られない。そういった状況

の中で、ここだけピックアップして、先行して処分を行うことは、本当によくないのではないかと

指摘して終わる。 

○（中田英一委員） 

 第 77 号議案のタイミングについて確認したい。まず一つは、これは県の信頼回復を目的と

しているのか教えていただきたい。 

 もう一つは、知事に関して、刑事告発はせずに、これ以上の調査は検討していないと伺っ

たが、この件はこれで終わり、幕引きだと認識されているのか、県としての認識を教えていた

だきたい。 

○人事課長（佐藤正明） 

 まず一つ目の今回の条例の提案の目的については、知事の提案説明では、保有文書を

適正に管理すべき立場にある組織の長として責任を重く受け止め、自らの身を処して県民

の信頼回復に努めるためということであったので、今ご指摘のあった県民の信頼を回復する

ことが目的であると承知している。 

 また、刑事告発については、先ほども申し上げたとおり、秘密漏えいの事実が認定され、元

総務部長への処分については調査をし尽くしたので、刑事告発はしないと考えている。 

○（中田英一委員） 

 元総務部長の刑事告発ではなく、知事及び元副知事の刑事告発についてお聞きしている。

昨日の一般質問の続きになって恐縮であるが、知事及び元副知事から指示があった可能性

が高いと言われている中で、もし指示があれば、一つの犯罪行為に当たると思う。正犯と共

犯がいるという関係で、今は正犯の処分だけが決まっており、共犯については、これ以上は

調査しないというのは非常に違和感がある。 
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 知事に限定すると、知事ご本人が否定されているということであるが、事件として見た場合

には、知事は当事者なので否定されることも当然あると思う。ただ、側近の方は同じような証

言をしており、第三者委員会の報告書では、この証言を重く捉えている。懲戒処分された元

総務部長が、自身の責任を軽くするためにそう言うことはあり得ると思うが、それ以外の方に

ついては、そういった事情は薄いわけである。要は、疑惑が残っている状況だと私は認識し

ているが、県当局の認識として、知事が指示していないという確証を持たれているのか教え

ていただきたい。 

○職員局長（波多野武志） 

 報告書の中では、知事の指示があった可能性が高いという判断であるが、報告書でも明

確にあったという認定はできていない。人事当局としても、報告書以外で独自に追加調査も

していないので、報告書以上の認定もできないと考えている。先ほどの庄本委員の質問でも

お答えしたとおり、報告書では、資料をどの程度開示するかといった具体的な指示はしてい

ないと認定されている中で、知事及び元副知事を刑事告発するといった犯罪が思料できるよ

うな状況にはないと考えている。 

○（中田英一委員） 

 刑事告発する理由として、犯罪を思料するに足る相当な理由がない、そこまでの確証は得

られていないことは分かった。ただ、絶対にやっていない確証もないというご答弁だと思う。で

あれば、正犯は認定しているが、共犯は不明な状態のままで、この事件の解決、幕引きとし

て、こういった提案が上がってくることは、目的である県民の信頼回復に全く役立たないどこ

ろか、むしろ不信を招く内容だと思う。そのことを意見として指摘しておく。 

○（北村 智委員） 

 漏えいに対する責任について、先ほどから何度も話が出ているが、知事が漏えいに関わっ

ていないという認識である一方で、側近の方は指示があったと言っている。ここにそごがある

ので、恐らくどちらかが違う解釈をしていると思う。今回 50％の給与カットとなっているが、も

ともと政策的な意味合いで３割カットしているので、戒めという部分では実質２割カットになる

と思う。もし仮に、今後、知事が積極的に関与していたという事実が判明した場合、我々はこ

れ以上追及も処分もできなくなってしまう。 

 先ほど中田委員も言われたが、今のところ知事が明確にやっていないという根拠もない状

態で、現状としては情報が少なすぎるし、不透明な部分が多過ぎる。また、調査はし尽くして

いるのでこれ以上しない、刑事告発はしないという状態では、議論はずっと平行線になってい

くと思う。新たな事実認定が出ない限り、この処分を何回提案されても、ずっとこのままにな

ると思うが、今後どうされるつもりなのか、その辺の認識について教えていただきたい。 

○総務部長（有田一成） 

 今回、第三者委員会で認定された内容に基づいて、処分を上げている状況である。新たな

事実が明らかになった場合にどうするかというご質問だと思うが、現時点ではそういったもの

が分からない以上、こういった形での処分を提案しているところである。その都度、何らかの

対応を検討することが必要になってくると思う。 
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○（浜田知昭委員） 

 素朴なことでお尋ねする。第 77 号議案の条例と刑事告発はセットでやるべきといった意見

が私たちにも非常にたくさん寄せられている。刑事訴訟法で言えば、こういった違法性が認

められたときは刑事告発しなければならないと思うが、刑事告発するケースとしないケースで

明確な線引きがされているのか。 

○人事課長（佐藤正明） 

 今、委員がおっしゃったとおり、刑事訴訟法には、官吏または公吏はその職務を行うことに

より犯罪があると思料するときは告発しなければならないという規定がある。告発を行うべき

か否かというのは、犯罪の重大性等を総合的かつ慎重に検討して判断することとされている。

裁判例や政府見解でも、犯罪があると思料すればどのような場合でも必ず告発しなければ

ならないとはされていないと解されている。 

 どういった場合に告発するかについては、先ほど申し上げた重大性等を総合的に検討し、

個々の事案によって、その判断をすべきものと考える。 

○（浜田知昭委員） 

 その時々の誰かの思いで、刑事告発する、しないという判断をするのであれば、全て刑事

告発するという判断をしておくほうがよいのではないか。 

 あと、既に社会的制裁を受けているという話があったが、社会的制裁とは具体的にどういっ

た制裁を受けていると思うのか。 

○人事課長（佐藤正明） 

 経済的制裁としては、停職３ヵ月の間は職員としての給料も支払われない。また、今回、秘

密漏えいをしたことが広く公になっており、同職員がそういった行為をしたことを皆さんが認

知していることから、社会的制裁も一定程度受けているのではないかと考えている。 

○（浜田知昭委員） 

 社会的制裁とは、刑事告発をした上で、検察や警察が不起訴、起訴猶予、起訴とする中で

判断するものなのではないかと思う。行政がそういった社会的制裁を受けていると判断する

ことが本当に適切なのかどうか分からないので、不思議に思う。 

 あと、もう一方の秘密漏えいでは刑事告発をしているが、もし結果として、職員が関わって

いた場合はどうなるのか。それはそれ、これはこれで、何回も処分をする予定なのか。 

○人事課長（佐藤正明） 

 法務文書課で設置した第三者委員会の件については、告発状が受理されている状況であ

るが、職員がこの案件に関わっているということで、秘密漏えい等が認められれば、県当局と

しても処分する方向で検討していきたいと考えている。 

○（浜田知昭委員） 

 このことだけをもって、こういった条例で先行して処分するよりは、次の結果を待って併せて

処分すべきだと思う。 

○（山本敏信委員） 

 各委員から第 77 号議案について疑問点が提示されている。知事が 50％の給与カット、副
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知事が 25％カットであるが、通常こういった場合には、刑事罰の話を出して恐縮であるが、

刑法の理論の中に、違法性、有責性、構成要件の該当性の三つの要素がある。この処分が

刑事処分とは言わないが、知事と副知事でどう違うのか。その三つを分けて、法理論をもっ

て説明いただきたい。 

○職員局長（波多野武志） 

 今回の給与カットの考え方については、委員ご発言の違法性、有責性といった観点からの

切り口ではなく、他団体における給与カットをした場合の状況等を見ながら、どの程度が適

正なのか、我々も案をつくった上で知事に判断してもらった。先ほどおっしゃった犯罪を分析

するような考え方とは少し違う考え方であるので、ご理解いただきたい。 

○（山本敏信委員） 

 議会からは、知事に刑事告発するよう申し入れているが、そのようなことは関係ないといっ

た答弁をされていることについて不満がある。あと、服部副知事については、なぜ処分を受

けるのか理解に苦しむ。昨年３月 27 日からの文書問題に服部副知事は関与しているのか。 

○総務部長（有田一成） 

 服部副知事の給与減額については、副知事においても県保有情報を適正に管理する責

任はある。法務文書課で所管していた第三者委員会の件については、昨年 11 月 30 日に、

ある方のＸにおいて情報として上がってきた。実際には、どのタイミングで上がってきたかまで

は分からないが、服部副知事が１人の体制になった際に出てきているものも一定認められる

だろうということもあり、副知事も自分にも責任があると判断した状況である。 

○（山本敏信委員） 

 不可解な条例案であることだけ言っておく。 

○（大矢卓志委員） 

 当局の皆さんは、本日の総務常任委員会で様々な意見が出ることを想定して臨んでいると

思うが、各委員の意見をずっと拝聴した上で、明らかに今の大勢としては、この背景にまだま

だ不透明なことや疑惑もあるといった状況である。それでも、今のタイミングでこの内容で出

すことが妥当であるという、この大勢の状況を上回るような説得力のある説明をしていただき

たい。それは、知事にお願いしないとできないのか。 

○総務部長（有田一成） 

 現時点での説明になってしまうが、第三者委員会を二つ設置して、それぞれで県保有情報

の漏えいが認定されたことが５月の時点で分かった。こういった状況を踏まえ、今回は、直近

の６月定例会で提案させていただいたということをご理解いただきたい。 

○（越田浩矢委員） 

 第 77 号議案には直接関係ないかもしれないが、刑事告発の話が議論されていたので、１

点だけ確認したい。社会的制裁を受けているから今回は刑事告発をしないという話であった。

一方で、立花氏や週刊文春に流れた情報漏えいについては、刑事告発をしており、結局、も

し漏えいした職員が判明した場合は処分すると答弁されたと思っている。 

 先に犯人が分かっている場合は、まず県で処分をして社会的制裁を受けることになるので、



令和 7 年 総務常任委員会 開会中 令和 7 年 6 月 10 日 議事録 

14 

刑事告発はしないというロジックが成り立つのであれば、今後、あらゆることが刑事告発され

なくなるのではないか。むしろ、例えば、刑事告発されて刑事処分を受けた人に対しては、通

常は県として懲戒処分を行うと思うが、その辺の考え方の整合性がよく分からないので、そ

の点について説明いただきたい。 

○人事課長（佐藤正明） 

 法務文書課で刑事告発したものについては、委員のご発言にもあったが、非違行為が認

められた場合には、組織としての秩序維持という観点もあるので、県としてそういった行為に

対して何も処分しないということにはならない。一方で、今回の元総務部長のように、刑事告

発の前に誰がやったかが明らかになった場合は、先ほど申し上げたが、事の重大性等を総

合的に判断して、告発すべきかどうか検討しているところである。 

○（越田浩矢委員） 

 やはり恣意的に運用できる考え方だと思う。刑事処分を受けるべき事実が判明したのであ

れば、原則は刑事告発をすべきであり、それが一番シンプルな考え方で、不平等にもならな

い。先ほど、処分しないわけにはいかないとの答弁があったが、まさに刑事告発しないわけ

にはいかないというのも同じロジックで成り立つ話だと思う。その点について、恣意的な運用

をするのはよくないということを指摘しておく。 

○（庄本えつこ委員） 

 県保有文書が漏えいしたということで、県として被害者という認識を持っているか。 

○総務部長（有田一成） 

 法務文書課所管の第三者委員会の話をされていると思うが、例えば、県の情報が本来出

ていくものではないにもかかわらず、表に出ていってしまったということになれば、県は被害者

としての立場になってくると思う。 

○（庄本えつこ委員） 

 県保有情報が漏えいしたということで、私は、県は被害者だと認識している。そうであれば、

県職員として絶対にやってはいけないことをやったということで、刑事告発しないことに大変

疑念を抱いている。知事、元副知事が指示した可能性があると断ぜざるを得ないということ

で、唆したり、指示したりした場合、地方公務員法第 62 条により、刑事告発しなければならな

いとなっているので、刑事告発しないことは大変おかしいことであると意見を申し上げる。 

○（中田英一委員） 

 第 64 号議案の兵庫県防災会議の委員定数を増やす件について、議事録をよく確認でき

ていないが、今回、南海トラフを想定したり、防災の需要が高まっているので、委員数を増や

して知見をたくさんいただくという趣旨はよく分かる。一方で、これまでの会議において、委員

から発言が出ているが、この定数では足りないので、定数を増やすといった背景があるのか

どうか教えていただきたい。また、１人当たりの費用はどれぐらいなのか併せて教えていただ

きたい。 

○危機管理部総務課長（正垣あおい） 

 防災会議の各委員の発言頻度については、数字で把握はしていないが、オンライン会議な
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ども含めて参加いただいており、意見を反映できていると考えている。防災会議の委員につ

いては、災害対策基本法でどういった区分の者を委員とするといった指定があり、行政機関

の長や教育委員会の教育長といった固定化された委員が多数を占めている。その中で、自

主防災組織を構成する者または学識経験者という項目があり、多様な意見をお伺いするこ

とになっている。今回 75 名に増員するのも、学識経験者や自主防災組織を構成する方を中

心に新たな課題についてご意見を伺おうと思っている。 

 経費については、現在、予算額としては令和６年度、令和７年度とも、幹事会、防災会議と

もに運営するということで、22 万 1,000 円の予算となっている。増員して全員の枠を使うとし

ても、報酬、旅費が主な予算の執行であるので、この予算枠の中で対応できると考えている。 

○（中田英一委員） 

 ぜひ活発な議論が起こるよう選任して進めていただきたい。 

 次に、第 76 号議案についてである。今回、国が引き上げたことに連動して県も上げるとい

うことであるが、我が会派では、チラシ、ビラ、ポスターについては現状でも市場価格から非

常に乖離していると認識している。そこで、国が引き上げた基準となる調査がどういったもの

なのか、また、県で引き上げるに当たって県の状況について調査されていれば、中身や考え

方等も教えていただきたい。 

○市町振興課長（森谷 論） 

 委員ご指摘のポスターの限度額の引上げに関する考え方については、公職選挙法施行令

においては、参議院議員選挙を行う３年をめどに、物価上昇等の状況を鑑みて改正が行わ

れている。今回についても、消費者物価指数の変動率等をもとに引上げが行われている。な

お、本県における具体の事例調査については、現状していない。 

○（中田英一委員） 

 形式的に引き上げたということで理解した。 

○委員長（富山恵二） 

 ほかにないようであるので、続いて意見の開陳を行う。今の質疑の関係から、第 77 号議案

の取扱について意見の開陳を求める。 

○（伊藤栄介委員） 

 本議案が正式に提案されたのは６月６日であり、６日は代表質問、昨日は一般質問が行

われており、協議を行う時間が限られていた。何よりも、本議案提出の理由は、県による情

報や秘密の漏えい問題に対し、保有文書を適正に管理すべき立場にある組織の長として責

任を取るためとのことであるが、特に、秘密漏えい疑いに関する第三者調査委員会の調査

報告書では、前総務部長の漏えい行為は、知事及び元副知事の指示のもとに行われた可

能性が高いと結論付けられたものの、齋藤知事は指示を否定し、そごが生じている。知事の

指示があったのか、なかったのか、事実関係がはっきりしていない。県民が納得していない

現状において、本議案の可否を決することは県民の分断を深めるリスクがあると考える。 

 また、漏えい行為の再発防止策が重要と考えるが、根本的な原因が不明のままでは、防

止策を講じることも困難であると考える。このため、前総務部長を地方公務員法の守秘義務
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違反として刑事告発し、この漏えい問題について事実関係を明らかにした上で解決を図るこ

とが、県の責務ではないだろうか。それが、県民の県政への信頼回復、そして職員が安心し

て働ける職場の構築につながるものと考える。齋藤知事が本会議で答弁されたように、真っ

向から刑事告発を否定するのではなく、まずは事実の解明に注力していただくことを私たち

は願っている。 

 よって、本議案については、議会としては迅速に結論を出すのではなく、今後の齋藤知事

の対応を踏まえた上で判断させていただきたいことから、継続審査を希望する。 

○（庄本えつこ委員） 

 質疑と重複するところもあるが、意見を申し上げる。知事は提案説明で、県が設置した二つ

の第三者委員会において、県保有文書がインターネット等に漏えいしたと認定され、また、県

幹部職員が秘密漏えいを行ったと認定された。これらを踏まえ、保有文書を適正に管理すべ

き立場にある組織の長として責任を重く受け止め、自らの身を処して県民の信頼回復に努

めるため、給与の減額を行う、また、副知事も責任を負う立場にあることから減額を行うと説

明した。 

 しかし、秘密漏えい疑いに関する第三者調査委員会の調査報告書は、前総務部長、前理

事、元副知事の供述が時期及び内容において、ほぼ一致していると認め、前総務部長によ

る漏えい行為は、知事及び元副知事の指示のもとに行われた可能性が高いと結論付け、そ

の目的は、告発者の人格や人間性に疑問を抱かせ、告発文書の信用性を落とすことにあっ

たと認めた。さらに、第三者委員会は、知事の供述には不自然さも否めない、知事の供述は

採用することが困難と評価している。知事の主導のもとに告発潰しと言える行為が行われた

ことの責任は極めて重いものである。知事自身が指示したことを認めず、人ごとのように給

与カットで漏えい問題を終わらせることはできない。改めて、前総務部長、知事、元副知事の

刑事告発が必要だと思う。 

 元西播磨県民局長による告発文書問題については、文書問題調査特別委員会、文書問

題に関する第三者委員会の報告とも、パワハラや贈答品問題等の事実認定をし、また、兵

庫県では公益通報者保護法違反状態が続いているとして、是正措置を求めている。知事は、

百条委員会の報告に対して、議会から一つの見解をいただいた、第三者委員会報告書に対

しては重く受け止めるというだけの対応を続けている。さらに、第三者委員会の報告は、公

益通報者保護について、告発文書が３号公益通報に該当し、知事ら利害関係者が調査を

指示し、処分決定過程に関与していたことは極めて不当であり、本件文書の作成・配布行為

を処分理由としたことは違法、無効と断じた。 

 知事は、求められた是正措置に真摯に向き合い実行するべきである。第三者委員会報告

書に対し、知事は、体制整備義務について内部通報に限定されるとの見解を示しているが、

４月 22 日に消費者庁が公式見解と異なるとして、３号通報も体制整備、その他必要な措置

を取ることが求められるという地方自治法に基づく技術的助言を行った。しかし、知事は、こ

れらの指摘や是正措置を受け入れず、対応は適切だったという主張を繰り返している。これ

では、県民、議会、県職員の理解、納得は得られない。一連の知事の行為は、行政の長とし
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ての資格を失している。これ以上、齋藤知事が県政運営を行うことは認められない。辞職を

求めている。 

 よって、給与カットで幕引きは許されないことから反対する。継続にも反対する。 

○（越田浩矢委員） 

 公明党として、第 77 号議案についての意見を申し上げる。今回の給与の減額措置の趣旨

は、知事が、保有文書を適正に管理すべき立場にある組織の長として責任を重く受け止め、

自らの身を処すためと既に述べられており、管理責任に対して行われるものであると認識し

ている。責任を取ること自体について反対をするつもりはないが、５月 27 日の第三者委員会

の報告書においては、漏えい行為は知事及び元副知事の指示のもとに行われた可能性が

高いと記載されている。 

 一方で、知事は６月６日の橘議員の代表質問において、指示していないと答弁されており、

第三者委員会の報告書と矛盾している。知事からその矛盾を解消するような説明が十分な

されておらず、現時点で事実関係が明らかになったとは言えない状況である。このような中で、

知事の管理責任だけを問う当該議案に対して結論を出すことは時期尚早であり、まずは全

容を解明し、その上で、知事はどのように責任を取るのか改めて判断すべきと考える。 

 よって、継続審査を主張する。 

○（中田英一委員） 

 ひょうご県民連合議員団の意見を申し上げる。知事は情報漏えいに関し、ご自身の指示を

含めた関与を完全に否定されたまま、単なる監督責任としての本議案を提案されている。し

かし、第三者委員会の報告では、元総務部長が行った漏えいについて、知事の指示があっ

た可能性が高いと結論付けており、ご自身の証言以外に、知事が関与していないことを裏付

ける証拠はない。法令違反の疑惑があり、そもそも確定的な証拠がないのであれば、徹底

的に調査をし、それで明確にならなければ、司法判断に委ねるためにも刑事告発を行うべき

である。それにもかかわらず、それをせずに疑惑はなかったものとして、本条例をもって幕引

きを図ろうとすることは、目的である信頼回復も到底実現できるはずもなく許されないと考え

る。 

 よって、現時点で判断すべきではなく、継続審査すべきと考える。 

○（門 隆志委員） 

 維新の会として意見を申し上げる。第 77 号議案に関しては、質疑の中でも言ったとおり、

判断するだけの材料が非常に足らないと認識している。今後の展開もどのようになるか分か

らないので、我々には議決責任があるとは思うが、さすがに今回だけは継続審査を主張する。 

 

○（審査結果） 

 以上で、質疑並びに意見の開陳を打ち切り、第 77 号議案の取扱について諮ったところ、賛

成多数で継続審査すべきものと決した。 

 次に、第 62 号議案中関係部分、第 63 号議案、第 64 号議案、第 75 号議案及び第 76 号

議案の５件について、質疑並びに意見の開陳を終局し、直ちに表決の結果、第 76 号議案に
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ついては賛成多数で、第 62 号議案中関係部分、第 63 号議案、第 64 号議案及び第 75 号

議案の４件については賛成全員で、いずれも原案のとおり可決すべきものと決した。 

 なお、委員長報告については文書で行うことに決した。 

 

○（２ 請 願 審 査） 

 （今期定例会で付託されたもの） 

 第４２号  兵庫県政記者クラブの運営による定例記者会見に関する件 

 第４３号  地方消費者行政維持、強化のための対策を求める意見書提出の件 

 第４４号  核兵器禁止条約への署名、批准を求める意見書提出の件 

 

 以上３件を一括議題とし、審査の参考とするため、広報広聴課長及び県民躍動課長の意

見並びに現状報告を聴取した後、質疑並びに意見の開陳を行った。 

 

       （主      な      発      言） 

○（庄本えつこ委員） 

 請願第 42 号について、記者クラブの幹事社が、例えば二、三ヵ月に１回ではなく毎月変わ

る意味を教えてほしい。 

○広報広聴課長（能登栄治） 

 記者クラブの幹事社については、２社が毎月交代で、ローテーションで回している。毎月変

わる意味について細かく考えたことはなかったが、10 社強が記者クラブに加盟しており、公

平に幹事社業務をそれぞれ分担してやっていくことで、バランスよい記者クラブの運営を務

められてきていると認識している。 

○（庄本えつこ委員） 

 一、二社が長い間やると、馴れ合いという言葉が正しいのか分からないが、そういうことが

あってはならないので、毎月変わるものだと思っていた。その認識はそれほど間違っていな

いと思うが、いかがか。 

○広報広聴課長（能登栄治） 

 そういう面もあると思う。 

○（伊藤栄介委員） 

 本委員会に付託された新規の請願３件に対する自民党の態度について説明する。 

 まず、請願第 42 号についてである。知事定例記者会見は、県政の情報発信の場として、

大変重要なものと認識しており、会見項目による県事業の発信など、行政側の説明だけで

なく、会見項目以外も含め、幅広く県政について記者との質疑応答を設けることで、知事の

考え等を深く県民に伝えることができ、民主主義の根幹となる県民、市民の知る権利に応え

るものと考えられ、県から質問内容の限定や制限を要請することは困難であると考える。 

 また、定例記者会見では、開かれた記者クラブという観点から、記者クラブ側も一定の基

準のもとに加盟社以外の記者の参加を認めており、会見の参加に当たっては、一定のルー
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ルを定め、これに反する行為があった場合は会見参加を認めない措置を取るなど、定例記

者会見の適切な運営に努めているところである。県政記者クラブは、県民、市民の知る権利

に応える社会的責務のもとに設置され、定例記者会見を共催実施する上では、県と対等な

立場であるため、県は県政記者クラブを管理、監督する立場にはないと考える。 

 以上のとおり、定例記者会見の適切な運営を求める趣旨には賛同するものの、県は県政

記者クラブを指導する立場にないことから、本請願には賛同できず、不採択を主張する。 

 次に、請願第 43 号についてである。令和７年３月に閣議決定された第５期消費者基本計

画では、消費者行政の推進として、地方消費者行政の体制整備は引き続き最重要政策課

題の一つとされている。本県においても、県及び 36 市町で、地方消費者行政推進事業に対

する地方消費者行政強化交付金を活用し、消費者被害防止対策等の事業に取り組んでい

るが、全国消費生活情報ネットワークシステムの刷新に伴う機器リース料等の経営経費の

負担についても懸念するところであり、令和７年度の国提案においても、地方消費者行政の

安定的推進に向けた財源確保等の提案を行っている。 

 しかし、消費者基本計画では、地方消費者行政は自治事務と位置付けられていることから、

その充実強化を図るためには、地方公共団体における自主財源に裏付けられた取組や体

制の強化が不可欠であると明記されており、地方公共団体の財政状況に左右される自主財

源の比率を高めることに伴って、地方消費者行政の実施状況に地域間格差が生じてしまう

ことが懸念されるところである。地方消費者行政維持・強化のための財政確保の在り方につ

いては、地方消費者行政が自治事務と位置付けられていることとの関係も含めて検討を加

え、国によるよりよい消費者行政実現のための支援が必要であると考える。 

 よって、本請願の趣旨に賛同し、採択を主張する。 

 次に、請願第 44 号についてである。我が国は、唯一の核兵器被爆国として、核兵器のな

い世界の実現に向けて粘り強く努力を重ねてきており、本県議会においても、世界の恒久平

和と核兵器の廃絶を強く希求してきた。平成 29 年７月に核兵器禁止条約が国連で採択され、

令和３年１月 22 日に発効したが、政府は、核兵器禁止条約では安全保障の観点が踏まえ

られておらず、核抑止力の正当性を損ない、国民の生命・財産を危機にさらすことになる。ま

た、核兵器保有国のみならず、非保有国からも支持を得られておらず、核軍縮に取り組む国

際社会に分断をもたらしている。現実の安全保障上の脅威に適切に対処しながら、現実的

かつ実践的な取組を強く進めていく考えである、としている。 

 以上のとおり、核兵器禁止条約の掲げる核兵器廃絶の趣旨には賛同するものの、同条約

の署名基準については、国の判断を見守るべきものであることから、本請願には賛同できず、

不採択を主張する。 

○（北村 智委員） 

 請願３件のうち請願第 42 号、請願第 43 号について、私から維新の会の態度表明をする。 

 まず、請願第 42 号についてである。県政情報等を県民に発信する広報は知事部局が担う

役割であり、知事定例記者会見も広報の一環として実施されているものである。情報のやり

取りをする県と県政記者クラブとの関係は知事部局が責任を持って対処すべき問題であり、
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知事と県政記者クラブが直接話し合うべきであると考える。 

 よって、本請願については不採択を主張し、継続審査もすべきではないと考える。 

 次に、請願第 43 号についてである。地方自治体による身近な相談体制の維持、強化のた

め、担い手の確保は急務であり、どこに住んでいても質の高い相談、救済が受けられ、消費

者の安全・安心が確保される体制が整備される必要がある。消費者基本計画において、身

近な相談窓口の充実など、これまでの地方公共団体の努力によって築き上げられた行政サ

ービスの水準が低下することのないよう、適切な対策を講じることとされているが、交付金が

終了することによって、窓口相談や相談員の維持や啓発、あるいは消費者教育や消費者被

害防止対策などの事業継続が困難となり、地方消費者行政が後退、縮小してしまうことが懸

念される。消費者センターの維持、運営は、国が責任を持って支援を継続していくべきである。 

 よって、本請願については採択を主張し、継続審査もすべきではないと考える。 

○（大矢卓志委員） 

 私から請願第 44 号に対する維新の会の態度表明をする。核兵器禁止条約の目指す理念

そのものには反対するものではないが、日本を取り巻く現実的な安全保障環境を考えると、

同条約に署名することは、日本の安全保障政策や米国との同盟関係に影響を及ぼす可能

性がないとは言えない。また、核兵器保有国やＮＡＴＯ加盟国が同条約に署名していない現

状においては、その実効性には疑問があり、真に核軍縮を進めるためには、それらの国々も

参加する枠組みが必須である。 

 ゆえに、現時点において、我が国が同条約に署名することが核軍縮推進のための最善の

方策であるとは必ずしも言えないと考える。日本は地政学的、政治学的等の側面から、極め

て複雑な安全保障関係にあり、米国などとの安全保障関係、特に米国の核抑止力を減少さ

せてしまう懸念のある行為は、我が国の外交政策にとって非常に高度な判断を要すると言

わざるを得ない。 

 よって、本請願については、継続審査を主張し、採決することになった場合には、不採択と

せざるを得ないと考える。 

○（越田浩矢委員） 

 私から公明党会派の意見を申し上げる。 

 まず、請願第 42 号についてである。定例記者会見の実施に当たっては、記者クラブ側が

一定の基準のもとに加盟社以外の記者の参加を認め、県もそれに同意している。また、会

見参加には一定のルールを定めており、県と記者クラブが加盟社以外の記者に対してもそ

のルールを示し、適切な定例会見の運営を行っていると認識している。県政記者クラブは県

民の知る権利に応える社会的責務のもとに設置され、定例記者会見を共催実施する上で県

は指導する立場にはないと考える。 

 よって、本請願には賛同できず、不採択を主張する。 

 次に、請願第 43 号についてである。本県及び県内市町では、地方消費者行政推進事業

に対する地方消費者行政強化交付金を活用し、相談体制の維持、充実をはじめ、消費者被

害防止対策等の事業に取り組んでいるが、交付金が終了することにより、事業継続や全国
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消費生活情報ネットワークシステムの刷新に伴う機器のリース料や保守費用等の経常経費

の負担についても懸念され、充実した消費者行政の継続が困難となると考える。公明党の

消費者問題対策本部は、本年５月 22 日、政府に対して消費者行政の充実と消費者政策の

拡充、強化に向けた提言を行い、地方消費者行政強化交付金の継続的な措置等を強く求

めたところである。 

 よって、地方消費者行政の維持、強化のための対策を求める本請願の趣旨に賛同し、採

択を主張する。 

 最後に、請願第 44 号についてである。核兵器禁止条約は、国際的に核兵器を禁止する規

範が確立されたという点から、画期的な意義がある。核兵器禁止条約については、2017 年７

月に国連総会で賛成多数にて採択され、2021 年１月に発効されている。本年３月に開催さ

れた第３回締約国会議では、核兵器のない世界に向けた取組を強化するという政治宣言が

採択された。 

 公明党では、2024 年８月に平和創出ビジョンを発表している。唯一の戦争被爆国として、

核兵器の威嚇や使用等に断固反対し、核保有国と非保有国の橋渡し役を担い、ＮＧＯと連

携しながら、核兵器禁止条約の署名批准に向けた環境整備を進め、署名、批准を果たして

いくこととしている。唯一の被爆国で核兵器国と非核兵器国との橋渡しを標榜する我が国と

して、核兵器全面禁止・廃絶の責務を果たす必要がある。 

 本請願については、条約が実質的な核兵器廃絶につながるめどが立っていないこと、核保

有国と非保有国がともに協力して課題を解決していく必要があること、締約国会合へのオブ

ザーバー参加も含め、国の核兵器廃絶に向けた取組状況を見極める必要があることから、

現時点では継続審査することを主張する。なお、表決する場合には本請願の趣旨には賛同

し、採択とする。 

○（中田英一委員） 

 私から、ひょうご県民連合議員団の請願に対する態度を表明する。 

 まず、請願第 42 号についてである。知事定例記者会見について、県は県内外への情報発

信、県民への説明責任の場として、また、記者クラブは県民の知る権利に応える場として、

県と記者クラブの共催で開かれているものであり、そもそも、県、総務部、秘書広報室、広報

広聴課は、請願にあるような県庁記者クラブを管理監督する立場にはない。また、知事定例

記者会見は、参加記者に対して適切なルールを示しており、ルール違反があった場合には、

速やかに指摘し、必要とあらば会見参加を認めないなど、既に適切な運営がなされている。 

 本来、記者クラブの役割は、行政の公権力行使を監視し、県民に正確で客観的な事実、

情報を迅速に伝えることであり、参加者の責任において報道倫理を守りながら、自主的に運

営されるべきものである。請願にあるような記者クラブの運営について、それが兵庫県政を

前に進めるか否かを県が判断するなど論外であると考える。 

 以上のことから、本請願の趣旨には賛同できず不採択を主張する。 

 続いて、請願第 43 号についてである。消費者を取り巻く環境は複雑・多様化しており、トラ

ブルや被害は後を絶たず、それに伴って行政の相談件数も増加の一途をたどっている。この
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ような状況に対応するため、国では 2018 年度から地方消費者行政強化交付金措置を行い、

地方の消費者行政を支援してきたことに加え、全国消費生活情報ネットワークシステムの刷

新や消費生活相談のデジタル化を進めているところである。 

 現在、兵庫県においても、消費者行政を推進すべく、国からの交付金を活用し、消費者教

育はもとより、専門知識を有する消費生活相談員の充実を図ることで、相談体制の環境を

整えてきた。しかし、交付金の活用期限が迫っていることや、ネットワークシステムの刷新へ

の新たな財政負担が増えることで、県民サービスを維持、拡充できなくなることが懸念されて

いる状況である。 

 県民が安心して暮らせる社会を構築するためにも、引き続き、消費者行政推進に係る安定

財源が求められることから、本請願の趣旨に賛同し、採択を主張する。 

 最後に、請願第 44 号についてである。2017 年７月に核兵器禁止条約が採択されたが、核

兵器保有国は交渉会議にも参加せず、特にその一部の国々は共同で、条約に署名すること

も批准することも加入することも意図していないという声明を出した。確かに核兵器保有国が

参加しておらず条約が発効しない、発効しても北朝鮮の核の脅威にさらされる、我が国の安

全がおびやかされ続けるなど、条約の実効性を疑問視する意見があることは承知している。 

 一方で、我が国は世界で唯一の核兵器による被爆国であり、二度とその悲劇を繰り返さな

いよう、核兵器のない世界の実現に向けて粘り強く努力を重ねていくことが日本の使命であ

ると考える。事実、我が国は核なき世界の実現のため、毎年、国連において核兵器廃絶決

議を提出するなどの取組を行っている。さらに、なかなか進まない核兵器禁止に向け、我が

国のこれまでの取組に加え、核兵器禁止条約に基づき、我が国が先頭に立って条約に否定

的な核兵器保有国に働きかけるといったアプローチも探っていくことは、有効な方策であると

考える。 

 以上のことから、請願の趣旨に賛同し、採択を主張する。 

○（庄本えつこ委員） 

 私から日本共産党県会議員団の意見を述べる。 

 まず、請願第 42 号についてである。報道の自由は保障されなければならない。行政が介

入することはしてはならない。兵庫県政記者クラブがルールに則って適切に報道活動をして

いることは明らかである。県民の知る権利に応え、事実を伝えるため、インタビュー等での取

材については裏付けを取る努力をし、曖昧なことについては報道をしないことなどの判断もし

ている。事実を確認するために、曖昧な答弁や質問の趣旨と食い違う答えなどに対しては、

質問趣旨を理解してもらうため、とことん質問しているのであり、真面目な報道姿勢であると

考える。 

 請願者の要望は、事実を追及し、県民に伝える報道の自由を侵すことにつながり、認めら

れないので、不採択を求める。 

 次に、請願第 43 号についてである。消費者被害は年々増えており、高齢者の消費者被

害・トラブルが大きな割合を占めているとともに、インターネット通販やＳＮＳ等に関わるトラブ

ルなど多様化、高度化し、若年層から高齢者まで年齢を問わず被害が増えている。相談で
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きる場所があることが必要なのは言うまでもない。 

 特に、地方自治体として、専門的知識や経験を持っていること、相談に乗る体制を持って

いることが必要不可欠である。相談体制の充実が更に求められているが、地方自治体だけ

に任せるのではなく、国が支援することが必要であることは請願趣旨のとおりである。交付金

等の財政支援をすること、デジタル化においては費用を国が負担すること等、請願趣旨に賛

同し、採択を求める。 

 最後に、請願第 44 号についてである。今年３月に核兵器禁止条約第３回締約国会議がニ

ューヨークの国連本部で行われた。世界 80 ヵ国を超える政府代表が出席し、関連イベントな

どに 160 以上の団体が参加した。日本政府は、オブザーバー参加を拒否し、海外からの参

加者らから、がっかりした、期待はずれ、唯一の被爆国がなぜ等の失望の声が上がった。石

破首相は、核抑止力論は有用な議論だと思っているとして、核の傘依存を正当化している。

核抑止力論は、いざというときには核の使用を前提にしているものであり、広島、長崎のよう

な非人道的惨禍を引き起こすことも認めるという理論である。この理論はウクライナの戦争、

イスラエルによるガザ攻撃、北朝鮮による核開発のように、侵略も戦争も抑止しないばかり

か、核軍拡競争を更に激しいものにするものである。核兵器で平和は守れない。 

 締約国会議宣言は、核兵器廃絶が世界の安全保障と人類の生存にとって必須であるとし

ており、核兵器禁止条約は、この激動の時代において希望の光だと訴え、核兵器廃絶への

揺るぎない決意を表明している。国連事務次長の中満泉国連軍縮担当上級代表は、核兵

器廃絶に向かって大志を持って取り組むことを呼びかけた。 

 私は先日、ノーベル平和賞授賞式でメダルを受け取った長崎の被爆者である田中重光日

本被団協代表委員とお会いしたが、その際に、被爆 80 年を前にしてノーベル委員会がノー

ベル平和賞を授与した意味は、今年被爆 80 年を核兵器廃絶の年にしようとの強い願いが

込められたものだからこそ、日本政府は核兵器禁止条約に参加をとおっしゃっていた。田中

さんは、今年１月、２週間にわたって、被爆者の声を広げ、核兵器禁止条約促進代表団の

一員として、スペイン、フランスに行かれて、国会を含め、各地で講演をされて、どこでも熱列

な歓迎を受けた。今後も被団協に対し、世界各地から講演依頼がたくさん届いているとのこ

とである。 

 世界は核兵器廃絶を求めている。現在 94 ヵ国が署名し、73 ヵ国が批准している。日本政

府が核兵器禁止条約に参加し、唯一の被爆国にふさわしい役割を果たすことが、日本政府

の責任ある態度である。１日も早く日本政府に核兵器禁止条約に署名、批准を求める本請

願に賛同し、採択を強く求める。 

 

○（審査結果） 

 以上で、質疑並びに意見の開陳を打ち切り、第 44 号の取扱について諮ったところ、賛成少

数で継続審査しないことに決した後、質疑並びに意見の開陳を終局し、直ちに表決の結果、

賛成少数で不採択とすべきものと決した。 

 次に、第 42 号について、質疑並びに意見の開陳を終局し、直ちに表決の結果、賛成なし
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で不採択とすべきものと決した。 

 次に、第 43 号について、質疑並びに意見の開陳を終局し、直ちに表決の結果、賛成全員

により採択すべきものと決した。 

 続いて、採択すべきものと決した第 43 号に係る意見書については、正副委員長において、

請願の趣旨に沿った文案を作成し、その発議について諮ったところ、委員から発言がなされ、

協議の結果、全員異議なく、本委員会として意見書案を発議することとし、文案は正副委員

長に一任することに決した。 

 なお、委員長報告については、文書で行うことに決した。 

 

       （主      な      発      言） 

○（山本敏信委員） 

 せっかく準備してもらったが、私は 50 年ほど議員をやっている中で、ここまで長文にわたる

意見書は初めてである。個人的な意見であるが、内容が重複している部分があると思うので、

整理してはどうか。 

○委員長（富山恵二） 

 貴重なご意見をいただいた。それでは、正副委員長で再度文案を見直すこととし、本請願

の文案の趣旨に沿った形で、もう少し文章を短くするよう努力するので、ご了承いただきたい。

また、もし軽微な修正が出た場合には、正副委員長にご一任願いたい。 

 

 閉   会（午後０時 43 分） 

 

 

 

 


